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定時株主総会開催予定日  平成 19 年６月 28 日  
有価証券報告書提出予定日 平成 19 年６月 29 日  
  

（百万円未満切捨て） 
１．１９年３月期の連結業績（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 
19 年３月期 
18 年３月期 

292,373 
143,749 

― 
― 
 

4,074 
5,560 

― 
― 

4,204 
5,201 

― 
― 
 

2,713 
2,935 

― 
― 
  

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
19 年３月期 
18 年３月期 

    100.50 
    108.73 

― 
― 

     9.3 
  10.3 

  0.9 
  1.4 

  1.4 
  3.9 

 (注)平成 18年３月期が平成 17年 10月１日から平成 18年３月 31日までの６ヶ月決算であるため、対前期増減率は省略しております。 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
19 年３月期 
18 年３月期 

504,704 
402,986 

28,194 
29,935 

        5.6 
    7.4 

     1,043.12 
     1,108.73 

(参考) 自己資本       19 年３月期   28,164 百万円  18 年３月期   29,935 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円 百万円 百万円 百万円 
19 年３月期 
18 年３月期 

△ 96,700 
△ 52,487 

△ 2,472 
△ 1,905 

99,426 
39,067 

51,061 
50,807 

 
 
２．２０年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

通    期 445,900 1,100 500 200 
（注）中間期の連結業績予想につきましては、業績目標管理を年次のみで行っていることから、開示を省略しております。 
 
 
３．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 

〔(注)詳細は、19 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年３月期 27,000,000 株  18 年３月期 27,000,000 株 
②期末自己株式数  19 年３月期    ― 株 18 年３月期     ― 株 

 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、32 ページ「１株当たり情報」
をご覧ください。 
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(参考)個別業績の概要 
 
１.１９年３月期の個別業績(平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日) 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 営業収益     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 
19 年３月期 
18 年３月期 

291,016 
143,749 

― 
― 

3,842 
5,560 

― 
― 

3,963 
5,201 

― 
― 

2,555 
2,936 

― 
―  

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭 
19 年３月期 
18年３月期 

       94.65 
108.74 

― 
―  

(注) 平成 18 年３月期が平成 17 年 10 月１日から平成 18 年３月 31 日までの６ヶ月決算であるため、対前期増減率は省略しており
ます。 
 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
19 年３月期 
18年３月期 

502,564 
402,943 

28,006 
29,936 

   5.6 
   7.4 

   1,037.28 
   1,108.74 

(参考) 自己資本       19 年３月期   28,006 百万円  18 年３月期   29,936 百万円   
２．２０年３月期の個別業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日）  

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

通    期 444,200 600 100 0 
 
【注意事項】 

前述の連結業績予想及び個別業績予想に記載している数値は、当社が現在入手している情報を基礎とした
判断及び仮定に基づいており、判断や仮定に内在する不確実性及び今後の事業運営等による変動可能性に照
らし、将来における当社の業績と異なる可能性があります。 
 なお、上記の不確実性及び変動可能性を有する要素は多数あり、次のようなものが含まれます。 

 ・経済情勢の変動 

 ・自然災害等の発生 

 ・訴訟に関するリスク 

 以上の不確実性及び変動要素全般に関する詳細については、当社の有価証券届出書をご参照下さい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※本資料の諸係数については、現在会計監査人による監査中であり、今後、変更する可能性があります。 
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１．経営成績 
 経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善による設備投資の増加に加え、雇用環境は

厳しさが残るものの改善に広がりがみられ、個人消費は概ね横這いで推移するなど景気は緩やかな回

復基調で推移いたしました。 

このような経済環境の下、当社では、平成18年2月に当社が新設又は改築を行うべき高速道路が指定

され、独立行政法人日本高速道路保有･債務返済機構（以下「機構」といいます。）との間で、当社が

建設する道路と資産を借り受けて営業する道路について同年3月に「都道首都高速１号線等に関する協

定」（以下「協定」といいます。）を締結し、当連結会計年度から、民間企業としての本格的な事業年

度をスタートしたところです。 

当連結会計年度においては、平成18年8月4日に高速埼玉新都心線（新都心～さいたま見沼間3.5km）

を新たに開通させるなど事業を展開し、利用交通量は対前連結会計年度比0.6%増の419百万台と堅調に

推移し、特に大型車の利用交通量が対前連結会計年度比3.8%と増加しております。 

また、高速道路事業以外の事業として、都市計画駐車場等の駐車場事業、首都高速道路上の20箇所

のパーキングエリアの運営及び管理等を展開してまいりました。 

この結果、当連結会計年度の営業収益は292,373百万円、営業利益は4,074百万円、当期純利益は2,713

百万円となりました。 

 

② 主な事業セグメント別の状況 

[高速道路事業] 

 営業収益 

     当社グループは、首都高速道路のネットワーク整備の推進と営業路線の清掃･点検等の適正な管理

を24時間365日体制で実施しております。当連結会計年度においては、一日平均115万台のお客様にご

利用頂きましたが、これは平成13年度以来の高い水準となっております。 

料金所周辺での渋滞緩和やお客様のキャシュレス化による利便性の向上等を図るために普及に努

めているETCの利用率は、パーキングエリア等におけるワンストップサービスの実施や曜日別時間帯

別割引等の普及促進策を展開してまいりました結果、平成19年3月においては73.4%と前年同月に比べ

て7.7ポイント増となっております。 

    また、お客様第一の経営方針のもと、「首都高お客様センター」や「首都高ETCコールセンター」を

運営するなどサービスの向上に努めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度の高速道路事業営業収益のうち、料金収入は利用交通量が堅調に推移し

たことなどにより、249,544百万円となりました。 

     高速道路の新設については、首都高速道路の最大の課題である渋滞を解消すべく、中央環状新宿線

の4号新宿線～5号池袋線間6.7kmの平成19年12月開通、残り区間3号渋谷線～4号新宿線間4.3kmの平成

21年度中開通に向けて全力を傾けるとともに、新たに、中央環状線の最終区間である中央環状品川線

（3号渋谷線～湾岸線間9.4km）の整備に着手するなど、6路線39.2 kmの整備を行ってまいりました。

このうち、高速埼玉新都心線の新都心～さいたま見沼間3.5kmを開通（同路線の全線開通）させたと

ころです。 
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また、高速道路の改築については、当事業年度は王子南出入口の整備、長大橋梁の耐震補強等の防

災安全対策を継続して行うとともに、横浜公園出口の整備（旧「石川町出口（仮称）」：湾岸線方面

からの出口を増設）、湾岸線東行き有明付近に付加車線を追加し片側4車線化する有明辰巳ジャンク

ション間改良に着手しました。さらに、舗装の打ち替え等営業中路線の必要となる構造物等の更新を

行ってまいりました。 

当連結会計年度の高速道路事業営業収益のうち、機構への債務引渡しに伴う道路資産完成高は

28,993百万円となりました。 

以上の結果、当連結会計年度の高速道路事業営業収益は、その他の売上高を含めて、283,704百万

円となりました。 

 営業利益 

     協定に基づく機構への賃借料の支払や管理費用の支出等により、高速道路事業営業費用は280,053

百万円となり、当連結会計年度の同事業営業利益は3,651百万円となりました。 

 

[駐車場事業] 

 営業収益 

駐車場等については、種々の営業努力を講じたこと及び新たに自動二輪車駐車スペースの開設など

を実施した結果、当連結会計年度の同事業営業収益は2,589百万円となりました。 

 営業利益 

     主に駐車場の管理費用の支出等により、駐車場事業営業費用は2,245百万円となり、当連結会計年

度の同事業営業利益は344百万円となりました。 

 

[受託事業] 

 営業収益 

一般国道20号線初台交差点改良工事をはじめ、国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改

築、維持、修繕等を実施してまいりました結果、当連結会計年度の同事業営業収益は5,504百万円と

なりました。 

 営業利益 

     受託事業営業費用は5,496百万円となり、当連結会計年度の同事業営業利益は8百万円となりました。 

  

[その他の事業] 

 営業収益 

休憩所等事業として、八潮パーキングエリアにコンビニエンスストアの誘致や店舗営業時間の延長、

自販機の増設を行うなど、サービスの高度化、多機能化を図るとともに、長年蓄積した技術的なノウ

ハウを活用した土木コンサルティング業務の受注等を行ってまいりました。また、高架下事業として、

高速2号目黒線高架下賃貸施設の運営及び管理を行ってまいりました。この結果、当連結会計年度の

両事業営業収益は574百万円となりました。 

 営業利益 

     休憩所施設や高架下賃貸施設の管理費用の支出等により、営業費用は504百万円となり、当連結会

計年度の同事業営業利益は70百万円となりました。 
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なお、前連結会計年度である第１期連結会計年度は、当社設立日である平成17年10月1日から平成18

年3月31日までの6ヶ月間であり、平成18年4月1日に始まり平成19年3月31日に終了する当連結会計年度と

期間が一致しておりません。このため、金額については、当連結会計年度と前年同期との比較分析は行

っておりません。 

 

③ 次期の見通し 

平成 20 年 3 月期の通期業務見通しとしては、中央環状新宿線の 4 号新宿線～5 号池袋線間 6.7km を

開通させ、渋滞解消と利用の促進を図ります。利用交通量については、景気も堅調に推移すると見込ま

れることから、1 日当たり 116 万 5 千台（対前期比 1.4％増）を見込んでいますが、不確実な要因もあ

ることから、機構への道路資産賃借料の着実な支払に支障のないよう収支管理を徹底します。 

   次期の連結の営業収益としては、高速道路事業において料金収入が 2,561 億円、道路資産完成高が

1,835 億円、高速道路事業以外の事業の収益と合わせて、合計 4,459 億円を見込んでいます。この結果、

経常利益は 5億円、当期純利益として 2億円を見込んでいます。 
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 財政状態に関する分析 

① 資産、負債、純資産の状況に関する分析 

    総資産は、前期末に対して 1,017 億円増加の 5,047 億円となりました。一方、自己資本は、公団承継

資産評価額の調整により 44 億円減少したものの、当期純利益の計上により 281 億円となり、自己資本

比率は 5.6％となりました。 

    増減の主なものは、資産で仕掛道路資産が 932 億円増加しており、その主な要因は、建設中高速道路

の進捗増による影響額 1,222 億円および大宮線等の機構引渡しによる減少 290 億円になります。 

    負債は 1,034 億円増加しておりますが、主な要因は、借入金の 937 億円増加、道路建設関係社債の

370 億円増加、機構への債務引渡しによる 305 億円の減少になります。 

 

② キャッシュ・フローの状況に関する分析 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益 48 億円に加え、非資金項目

である減価償却費が 46 億円となりましたが、仕掛道路資産の増加額が 912 億円となったこと等から、

967 億円の資金支出となりました。 

当期の投資活動によるキャッシュ･フローは、主に料金所施設、ETC 設備等の設備投資により、24 億

円の資金支出となりました。 

当期の財務活動によるキャッシュ・フローは、道路建設関係長期借入れによる収入 931 億円、道路建

設関係社債（政府保証債及び普通社債）の発行による収入 369 億円等による収入があった一方、独立行

政法人日本高速道路保有･債務返済機構法第 15 条第１項による債務引受けによる道路建設関係長期借

入金の減少額 305 億円等があり、994 億円の資金収入となりました。 

以上の結果、当連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は、期首に比べ 2 億円増加し、

510 億円となりました。 

 

 

 利益配分に関する基本方針 

   将来の想定外の収入の減少や管理費の増大に備えて、経営基盤の強化に資するため、当面の間は、内

部留保に努めてまいります。 
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２．企業集団の状況 
 

当社（親会社）及び関係会社の取引関係を図示すると、概ね次のとおりとなります。 

　≪高速道路事業≫ 　≪駐車場事業、その他の事業≫ 　≪受託事業≫

（注） １．◎は連結子会社、○は持分法適用関連会社、△は関連当事者を示しております。
２．首都高保険サポート㈱及び首都高パートナーズ㈱は首都高速道路サービス㈱の100%出資会社であります。
３．平成19年4月1日付けで当社が株式の50%超を取得し子会社化しております。
４．平成19年4月3日付け当社100%出資により設立された会社であります。

お　　　　客　　　　様

首　都　高　速　道　路　（株）

首都高メンテナンス西東京㈱（注4）
首都高メンテナンス東東京㈱（注4）
首都高メンテナンス神奈川㈱（注4）
首都高電気メンテナンス㈱  （注4）
首都高ＥＴＣメンテナンス㈱（注4）

◎トラスティーロード㈱
○ユニ㈱　　　　　　　（注3）
○㈱エヌティジェー　　（注3）
○㈱トーワン　　　　　（注3）
○㈱とうさい　　　　　（注3）
○㈱エフイージー　　　（注3）
○横浜アールエス㈱　　（注3）
○ケイエス㈱　　　　　（注3）
○首都高パトロール㈱　（注3）

◎首都高速道路サービス㈱
◎首都高保険サポート㈱（注2）
◎首都高パートナーズ㈱（注2）

△独立行政法人　日本高速道路保有・債務返済機構

△国土交通省（国土交通大臣）
　
△東京都

その他の地方公共団体等

維持修繕業務の委託 料金収受業務等の委託 不動産の賃貸等

道路資産の貸付け 貸付料の支払い 道路資産の帰属及
び債務の引受け

占用
許可

占用料
の支払い

高速道路における
サービスの提供等

駐車場、休憩所における
サービスの提供等

道路の新設
等の委託
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３．経営方針 
 
 会社の経営の基本方針 

   当社は、｢首都圏のひと･まち･くらしを安全･円滑な首都高速道路ネットワークで結び、豊かで快適な

社会の創造に貢献する｣という基本理念のもと、「お客様第一」、「地域社会との共生」、「社会的責任」、

「自立する経営」、「活力あふれる職場」という 5 つの経営理念を掲げ、首都圏の大動脈である首都高速

道路を、24時間 365 日、より安全に、より円滑に、より快適にお客様にご利用頂けるよう全力を尽くし

てまいります。 

 

 中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

当社は、中期経営計画「PROJECT SHUTOKO 2008」（計画期間：平成18年度～平成20年度。平成18年3月

策定）の実現に向けて全力を挙げて取り組んでまいります。 

[高速道路事業] 

平成18年7月に策定した首都高渋滞対策アクションプログラムに基づき、ネットワーク整備やボトル

ネック対策等を着実に進めてまいります。 

特に、ネットワーク整備の要となる中央環状新宿線については、4号新宿線～5号池袋線間6.7kmを平

成19年12月に開通させるとともに、残り区間3号渋谷線～4号新宿線間4.3kmの平成21年度中開通や中央

環状品川線（3号渋谷線～湾岸線間9.4km）の平成25年度中の開通に向け、事業推進に努めてまいります。 

また、協定に基づき平成20年度に距離別料金へ円滑に移行するため、ETCの普及促進、新たな料金に

ついての設計や運用システムの整備を進めるとともに、広く理解が得られるよう周知に努めてまいりま

す。 

安全対策を更に推進するため、ETC利用率の増加に伴い利用環境が変化している料金所付近における

「料金所総合安全対策」等の取組みを進めてまいります。 

さらに、構造物の老朽化にも対応するため、アセットマネジメントの考え方を活用しながら、確実で

効率的な点検･補修を実施し、道路構造物の予防保全を徹底してまいります。 

なお、引き続き道路の適切な管理水準を維持しつつ、コスト管理を徹底するとともに、料金収受業務、

交通管理業務及び維持修繕業務の子会社に対し、首都高グループとして経営方針の徹底を図ってまいり

ます。 

[高速道路事業以外の事業] 

都市計画駐車場等におけるサービスの多様化･高度化を行うとともに、パーキングエリアごとの固有

のコンセプトを明確にし、収益の拡大を図ってまいります。 

さらに、広告事業の展開等を進めるほか、トランクルーム等の新規事業の実現に努めてまいります。 
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４.連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

資産の部                                                                                （単位：百万円） 

                 期    別 

科    目 

前 連 結 会 計 年 度 

（平成 18 年３月） 

当 連 結 会 計 年 度 

（平成 19 年３月） 

比 較 

増 減 

（ 資 産 の 部 ） 

Ⅰ流  動  資  産 

現 金 及 び 預 金 

高速道路事業営業未収入金 

未 収 入 金 

仕 掛 道 路 資 産 

貯 蔵 品 等 

受 託 業 務 前 払 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

合 計 

Ⅱ固  定  資  産 

  １有形固定資産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５０，８０７ 

１８，０６７ 

３，９２０ 

２４８，３５６ 

３４２ 

１４，００７ 

― 

１，２００ 

△   １８１ 

３３６，５２２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５１，０６１ 

２０，５３６ 

４，３４７ 

３４１，５９１ 

３６０ 

２２，８９９ 

３８ 

１，２０７ 

△   １６３ 

４４１，８７９ 

 

 

 

 

 ２５４ 

 ２，４６９ 

    ４２７ 

９３，２３５ 

 １８ 

８，８９２ 

３８ 

７ 

１８ 

 １０５，３５７ 

 

 

(1) 建 物 

減 価 償 却 累 計 額 

１０，６２１ 

△   ５２５ 

 

１０，０９５ 

１１，５５７ 

△ １，１７７ 

 

１０，３８０ 

 

２８５ 

(2) 構 築 物 

減 価 償 却 累 計 額 

１９，７０７ 

△   ４０６ 

 

１９，３００ 

１７，１２６ 

△ １，１６５ 

 

１５，９６０ 

 

△ ３，３４０ 

(3) 

 

機 械 及 び 装 置 

減 価 償 却 累 計 額 

２３，７９５ 

△ １，０９８ 

 

２２，６９７ 

２６，６７８ 

△ ３，０４５ 

 

２３，６３２ 

 

９３５ 

(4) 車 両 運 搬 具 

減 価 償 却 累 計 額 

５２０ 

△    ６２ 

 

４５７ 

７８６ 

△   １８７ 

 

５９９ 

 

１４２ 

(5) 

 

工 具 器 具 備 品 

減 価 償 却 累 計 額 

２１５ 

△    ２６ 

 

１８９ 

２４３ 

△    ９３ 

 

１４９ 

 

△    ４０ 

(6) 土 地  ８，９２２  ８，６２９ △   ２９３ 

(7) 建 設 仮 勘 定  １，７４２  ４５１ △ １，２９１ 

有形固定資産合計  ６３，４０６  ５９，８０３ △ ３，６０３ 
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                                                                                   （単位：百万円） 

                 期    別 

科    目 

前 連 結 会 計 年 度 

（平成 18 年３月） 

当 連 結 会 計 年 度 

（平成 19 年３月） 

比 較 

増 減 

  ２無形固定資産  ２，１４５  １，９６２ △   １８３ 

  ３投資その他の資産      

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

 

投 資 有 価 証 券 

敷 金 等 

そ の 他 

繰 延 税 金 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

 

 

― 

７６６ 

５９ 

― 

△     ８ 

 

 

 

 

 

０ 

８２８ 

６６ 

１５７ 

△     ３ 

０ 

６２ 

７ 

１５７ 

５ 

投資その他の資産合計 

合 計 

 

 

８１７ 

６６，３６９ 

 

 

１，０４８ 

６２，８１４ 

２３１ 

△ ３，５５５ 

Ⅲ繰  延  資  産 

道路建設関係社債発行費 

道路建設関係社債発行差金 

合 計 

 

 

 

 

 

 

２０ 

７４ 

９５ 

 

 

 

 

 

 

１０ 

― 

１０ 

 

△    １０ 

△    ７４ 

△    ８５ 

資 産 合 計  ４０２，９８６  ５０４，７０４  １０１，７１８ 
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負債の部                                                             （単位：百万円） 

                期     別   

科     目 

前 連 結 会 計 年 度 

（平成 18 年３月） 

当 連 結 会 計 年 度 

（平成 19 年３月） 

比 較 

増 減 

（ 負 債 の 部 ） 

Ⅰ流  動  負  債 

高速道路事業営業未払金 

短 期 借 入 金 

一年以内返済長期借入金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

受 託 業 務 前 受 金 

前 受 金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

回 数 券 払 戻 引 当 金 

そ の 他 

合 計 

Ⅱ固  定  負  債 

道 路 建 設 関 係 社 債 

道路建設関係長期借入金 

その他の長期借入金 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

そ の 他 

合 計 

 

負  債  合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４４，２２４ 

― 

１，２５１ 

３，４７９ 

２，４９６ 

１８，２３２ 

１２，９９５ 

― 

８７６ 

２８２ 

７１１ 

８４，５５０ 

 

１０，０００ 

２４２，３８１ 

７，１４０ 

２８，９７９ 

― 

― 

２８８，５００ 

 

３７３，０５０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４５，４３５ 

６８ 

２５，２１７ 

２，３９６ 

５５１ 

２９，３９１ 

４，２２９ 

１，３３６ 

８７１ 

６９ 

８０８ 

１１０，３７７ 

 

４７，０２１ 

２８２，８１３ 

５，８４８ 

３０，０４７ 

２９ 

３７２ 

３６６，１３２ 

 

４７６，５０９ 

 

 

１，２１１ 

６８ 

  ２３，９６６ 

△ １，０８３ 

△ １，９４５ 

１１，１５９ 

△ ８，７６６ 

１，３３６ 

△     ５ 

△   ２１３ 

９７ 

２５，８２７ 

 

３７，０２１ 

４０，４３２ 

△ １，２９２ 

１，０６８ 

２９ 

３７２ 

７７，６３２ 

 

１０３，４５９ 
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純資産の部（資本の部）                                                       （単位：百万円） 

                期     別   

科     目 

前 連 結 会 計 年 度 

（平成 18 年３月） 

当 連 結 会 計 年 度 

（平成 19 年３月） 

比 較 

増 減 

（ 純 資 産 の 部 ） 

Ⅰ株 主 資 本 

資 本 金 

資  本  剰  余  金 

利  益  剰  余  金 

合 計 

Ⅱ少 数 株 主 持 分 

純 資 産 合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３，５００ 

１３，５００ 

１，１６４ 

２８，１６４ 

３０ 

２８，１９４ 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

負 債 純 資 産 合 計  ―  ５０４，７０４ ― 

（ 資 本 の 部 ） 

Ⅰ 資     本     金 

Ⅱ資   本   剰   余   金 

Ⅲ利   益   剰   余   金 

資   本   合   計 

 

 

 

 

 

 

 

１３，５００ 

１３，５００ 

２，９３５ 

２９，９３５ 

 

 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

― 

― 

― 

― 

負 債 資 本 合 計  ４０２，９８６  ― ― 
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（２）連結損益計算書 

                                                                                           （単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

 
前連結会計年度 

自  平成17年10月 

至  平成18年 ３月 

 
 

 

当連結会計年度 

自  平成18年４月 

至  平成19年３月 

 

 
比 較 増 減 

  

Ⅰ営 業 収 益 

 

１４３，７４９ 

 

２９２，３７３ 

 

１４８，６２４ 

Ⅱ営 業 費 用 

道 路 資 産 賃 借 料 

高速道路等事業管理費及び売上原価 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

 

８５，９０５ 

４７，６９４ 

４，５８８ 

 

１９４，４１５ 

８５，１４８ 

８，７３４ 

 

１０８，５１０ 

３７，４５４ 

４，１４６ 

計 １３８，１８９ ２８８，２９８ １５０，１０９ 

営 業 利 益 ５，５６０ ４，０７４ △ １，４８６ 

Ⅲ営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

土 地 物 件 貸 付 料 

損 害 賠 償 金 等 

雑 収 入 

 

４ 

４８ 

３２ 

８４ 

 

３５ 

１０１ 

７７ 

５７ 

 

３１ 

５３ 

４５ 

△    ２７ 

計 １７０ ２７１ １０１ 

Ⅳ営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

回 数 券 払 戻 関 連 費 用 

雑 支 出 

 

５２ 

４１４ 

６２ 

 

１２７ 

― 

１５ 

 

７５ 

△   ４１４ 

△    ４７ 

計 ５２８ １４２ △   ３８６ 

経 常 利 益 ５，２０１ ４，２０４ △   ９９７ 

Ⅴ特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

前 期 損 益 修 正 益 

承 継 資 産 評 価 調 整 益 

 

― 

― 

― 

 

２１５ 

１４９ 

３０６ 

 

２１５ 

１４９ 

３０６ 

計 ― ６７１ ６７１ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ５，２０１ ４，８７５ △   ３２６ 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 ２，２６５ ２，１２６ △   １３９ 

過年度法人税、住民税及び事業税 ― ２３８ ２３８ 

法 人 税 等 調 整 額 ― △   １９５ △   １９５ 

少 数 株 主 損 失 ― ７ ７ 

当 期 純 利 益 ２，９３５ ２，７１３ △   ２２２ 

 



首都高速道路㈱ 
平成 19 年３月期決算情報 

  - 14 - 

 

（３）連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日）                    （単位：百万円） 

株主資本  

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 
株 主 資 本 
合 計 

少数株主 
持分 

純資産 
合計 

平成18年３月31日残高 １３，５００ １３，５００  ２，９３５ ２９，９３５ ― ２９，９３５ 

当期中の変動額       

承継資産額の調整（注）  △４，４８５  △４，４８５  △４，４８５ 

利益剰余金から資本剰余金へ
の振替   ４，４８５ △４，４８５ ―  ― 

当期純利益    ２，７１３  ２，７１３   ２，７１３ 

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額）     ３０ ３０ 

当期中の変動額合計 ― ― △１，７７１ △１，７７１ ３０ △１，７４１ 

平成19年３月31日残高 １３，５００ １３，５００  １，１６４ ２８，１６４ ３０ ２８，１９４ 

 

（注）承継資産の取得価額の調整によるものであります。 
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（４）連結キャッシュ･フロー計算書 

                   （単位：百万円） 

期  別 

科  目  

前連結会計年度 
自 平成 17 年 10 月 
至 平成 18 年 ３月   

当連結会計年度 
自 平成 18 月４月 
至 平成 19 年３月  

比 較 増 減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー    
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ５，２０１ ４，８７５ △   ３２６ 
減 価 償 却 費 ２，２８３ ４，６３２ ２，３４９ 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 ３４９ ７２０ ３７１ 
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △   １６５ △    ２２ １４３ 
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ４ △    ２２ △    ２６ 
回 数 券 払 戻 引 当 金 の 増 減 額 △   ２２５ △   ２１２ １３ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 ― １８ １８ 
受 取 利 息 △     ４ △    ３５ △    ３１ 
支 払 利 息 ５２ １２７ ７５ 
前 期 損 益 修 正 益 ― △   １４９ △   １４９ 
承 継 資 産 評 価 調 整 益 ― △   ３０６ △   ３０６ 
固 定 資 産 除 却 費 ３５４ ７４１ ３８７ 
売 上 債 権 の 増 減 額 △ ３，４６７ △   ５６７ ２，９００ 
仕 掛 道 路 資 産 の 増 減 額 △６１，６７０ △９１，２８２ △２９，６１２ 
貯 蔵 品 等 の 増 減 額 △   ２８３ ５２ ３３５ 
仕 入 債 務 の 増 減 額 ８，５８３ △   ９７８ △ ９，５６１ 
受 託 業 務 前 払 金 の 増 減 額 △１４，００７ △ ８，６９０ ５，３１７ 
受 託 業 務 前 受 金 の 増 減 額 １４，９４３ １０，８９０ △ ４，０５３ 
未 収 消 費 税 等 の 増 減 額 △ ３，７７９ △ １，９１１ １，８６８ 
前 受 金 の 増 減 額 ４ △ ８，７６６ △ ８，７７０ 
そ の 他 ６２５ １，６１２ ９８７ 
  小    計 △５１，２０１ △８９，２７５ △３８，０７４ 
利 息 の 受 取 額 ３ ３４ ３１ 
利 息 の 支 払 額 △ １，２８９ △ ２，４９１ △ １，２０２ 
法 人 税 等 の 支 払 額 ― △ ５，０６８ △ ５，０６８ 
そ の 他 ― １００ １００ 

営業活動によるキャッシュ･フロー △５２，４８７ △９６，７００ △４４，２１３ 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー    

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ １，０５５ △ ２，９２３ △ １，８６８ 
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ― ４２８ ４２８ 
そ の 他 △   ８９９ ２２ ９２１ 

投資活動によるキャッシュ･フロー △ １，９０５ △ ２，４７２ △   ５６７ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー    

道路建設関係長期借入れによる収入 ４７，３７８ ９３，１７６ ４５，７９８ 
そ の 他 の 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ― ５０ ５０ 
道路建設関係社債の発行による収入 ９，８９４ ３６，９７９ ２７，０８５ 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 ― △   ２０１ △   ２０１ 
短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 ― △     ８ △     ８ 
道 路 建 設 関 係 長 期 借 入 金 の 減 少 額 △１８，２０５ △３０，５７０ △１２，３６５ 

財務活動によるキャッシュ･フロー ３９，０６７ ９９，４２６ ６０，３５９ 
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △１５，３２５ ２５３ １５，５７８ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 ６６，１３３ ５０，８０７ △１５，３２６ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ５０，８０７ ５１，０６１ ２５４ 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

項  目 
 前連結会計年度 

（自 平成 17 年 10 月 １日 
      至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 

    至 平成 19 年３月 31 日） 

(1)連結の範囲に関
する事項 

 すべての子会社を連結しております。 
 連結子会社の数 １社 
 連結子会社の名称 首都高速道路サービス㈱ 
 

 すべての子会社を連結しております。 
 連結子会社の数 ４社 
 連結子会社の名称 トラスティーロード㈱ 
          首都高速道路サービス㈱ 
          首都高保険サポート㈱ 
          首都高パートナーズ㈱ 
 このうち、首都高保険サポート㈱及び首都高パー
トナーズ㈱については、当連結会計年度において新
たに設立したことにより、また、トラスティーロー
ド㈱については、当連結会計年度において当社が同
社の全株式の 52％を取得したことにより連結子会
社に含めることとしております。 

(2)持分法の適用に
関する事項 

 すべての関連会社に持分法を適用しております。 
 持分法適用の関連会社数 ９社 
 会社等の名称 トラスティーロード㈱ 
        ㈱エヌティジェー 
        ユニ㈱ 
        ㈱とうさい 
        ㈱エフイージー 
        ㈱トーワン 
        横浜アールエス㈱ 
        ケイエス㈱ 
        とうしん㈱ 
 なお、関連会社はいずれも緊密な者を通じた間接
所有であるため、持分法による投資損益は発生して
おりません。 

 すべての関連会社に持分法を適用しております。 
 持分法適用の関連会社数 ８社 
 会社等の名称 ㈱エヌティジェー 
        ユニ㈱ 
        ㈱とうさい 
        ㈱エフイージー 
        ㈱トーワン 
        横浜アールエス㈱ 
        ケイエス㈱ 
        首都高パトロール㈱ 
なお、関連会社はいずれも緊密な者を通じた間接
所有であるため、持分法による投資損益は発生して
おりません。 

(3)会計処理基準に
関する事項 

１．重要な資産の評価基準及び評価方法 
 （たな卸資産） 
 ① 仕掛道路資産 
 個別法による原価法によっております。 
 なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用
地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した価
額に、高速道路事業において発生した労務費・人件
費等のうち道路建設に要した費用として区分され
た費用の額及び除却工事費用その他道路資産の取
得に伴い発生した費用の額を加えた額としており
ます。 
 また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の
利息で、当該資産の工事完了の日までに発生したも
のは建設価額に算入しております。 
② 貯蔵品等 
主に先入先出法による原価法によっております。 

１．重要な資産の評価基準及び評価方法 
 （たな卸資産） 
 ① 仕掛道路資産 
   同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 貯蔵品等 
  同左 
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項  目 
 前連結会計年度 

（自 平成 17 年 10 月 １日 
      至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 

    至 平成 19 年３月 31 日） 

 

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 
主として定額法を採用しております。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物         ２年～49 年 
構築物        ２年～45 年 
機械及び装置     ２年～17 年 
なお、当社が首都高速道路公団から承継した資産
については、経過年数を考慮した耐用年数によって
おります。 

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 
主として定額法を採用しております。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物         ２年～50 年 
構築物        ２年～45 年 
機械及び装置     ２年～17 年 
なお、当社が首都高速道路公団から承継した資産
については、経過年数を考慮した耐用年数によって
おります。 

② 無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採
用しております。 

② 無形固定資産 
同左 
 
 

 
３．繰延資産の処理方法 
① 道路建設関係社債発行費 
３年で毎期均等額を償却しております。 
② 道路建設関係社債発行差金 
債券の償還期間にわたって月割償却しておりま
す。 

３．繰延資産の処理方法 
道路建設関係社債発行費は支出時に償却してお
ります。 
なお、前連結会計年度の貸借対照表に計上されて
いた道路建設関係社債発行費については、３年で毎
期均等額を償却しております。 

４．重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。 

４．重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 
同左 
 
 

 
② 賞与引当金 
従業員へ支給する賞与に備えるため、支給見込額
のうち当連結会計年度負担額を計上しております。 

② 賞与引当金 
同左 

 
③ 回数券払戻引当金 
利用停止した回数券の払戻費用に備えるため、払
戻実績に基づき算出した将来の払戻見込額を計上
しております。 

③ 回数券払戻引当金 
同左 
 

 

 

④ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき当連結会計年度末おいて発生していると認
められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌連結会計年度から費用処理しております。 

④ 退職給付引当金 
同左 
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項  目 
 前連結会計年度 

（自 平成 17 年 10 月 １日 
      至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 

    至 平成 19 年３月 31 日） 

 

― ⑤ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく連結会計年度要支給額を計上しております。 
（会計方針の変更） 
 当社の役員退職慰労金については、従来、内規に
おいて支給基準が規定されていなかったことから、
支出時の費用として処理する方法としておりまし
たが、当連結会計年度から内規に基づく当連結会計
年度末要支給額を計上する方法に変更しておりま
す。 
 この変更は、内規の改正により支給基準が明文化
されたことを契機に、役員退職慰労金を在任期間に
わたり費用配分することで期間損益の適正化及び
財務内容の健全化を図るために行ったものです。こ
の変更が損益に与える影響額は軽微であります。 

 ５．重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

５．重要なリース取引の処理方法 
 同左 

 ６．その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 
① 完成工事高の計上基準 
（道路資産完成高） 
工事完成基準によっております。 
（工事に係る受託業務収入） 
 工事完成基準によっております。 
② 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。 

６．その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 
① 完成工事高の計上基準 
（道路資産完成高） 
同左 
（工事に係る受託業務収入） 
 同左 
② 消費税等の会計処理 
  同左 

(4)連結子会社の資
産及び負債の評価
に関する事項 

 全面時価評価法を採用しております。  同左 

(5)のれん及び負の
のれんの償却に関
する事項 

 ― ２年間の均等償却を行っております。 

(6)利益処分項目等
の取扱いに関する
事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した
利益処分に基づき作成しております。 

 ― 

(7)連結キャッシ
ュ・フロー計算書に
おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に満期日
の到来する短期投資からなっております。 

 同左 
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（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
    至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

 ― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17 年 12 月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12
月９日）を適用しております。 
これまでの資本の部の合計に相当する金額は、28,164 百

万円であります。 
なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連
結財務諸表規則により作成しております。 
 
（金融商品に関する会計基準の改正） 
 当連結会計年度より、改正後の「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第 10 号 平成 18 年８月 11 日）を適用し
ております。これによる損益に与える影響はありません。 
 
（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 
 当連結会計年度から、「繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い」（実務対応報告第 19 号 平成 18 年８月 11 日）を
適用しております。これによる損益に与える影響は軽微であ
ります。 
 なお、前連結会計年度において繰延資産に含めておりまし
た道路建設関係社債発行差金 66 百万円は、当連結会計年度
から道路建設関係社債より控除して表示しております。 
 
（企業結合に係る会計基準） 
 当連結会計年度より、企業結合に係る会計基準（「企業結
合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 
平成 15 年 10 月 31 日））及び「事業分離等に関する会計基準」
（企業会計基準第７号 平成 17 年 12 月 27 日）並びに「企
業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」
（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 17 年 12 月 27 日）を
適用しております。 
 

 
（７）表示方法の変更 

 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
    至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

 ― （連結貸借対照表） 
当連結会計年度より金額的重要性が増したため、「預り

金」を区分掲記しております。なお、前連結会計年度は、流
動負債の「その他」に 76 百万円含めて表示しております。 
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（８）追加情報 

 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
    至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

 ― 
 
 
 
 
 
 
 

（承継資産評価額の調整） 
国土交通省からの注意・是正文書（平成 18 年９月 20 日）

に基づき、当社の設立時に首都高速道路公団から承継された
資産の一部の取得価額（仕掛道路資産△385 百万円、固定資
産△4,099 百万円（構築物△3,537 百万円、機械及び装置△
609 百万円など））を当連結会計年度において調整し、資本剰
余金を 4,485 百万円減額しております。 
また、これに伴い、利益剰余金から資本剰余金へ同額に振

替を行っております。 

 

（９）連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成 18 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（平成 19 年３月 31 日） 

１．担保資産及び担保付債務 
  高速道路株式会社法（平成 16 年法律第 99 号）第８号
の規定より、当社の総財産を道路建設関係社債 10,000
百万円の一般担保に供しています。 

１．担保資産及び担保付債務 
高速道路株式会社法（平成 16 年法律第 99 号）第８条

の規定により、当社の総財産を道路建設関係社債 47,021
百万円の一般担保に供しております。 

２．偶発債務 
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の下記
の債務に対して、次のとおり債務保証を行っておりま
す。 
(1) 日本道路公団等民営化関係法施行法第16条の規定
により、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済
機構が首都高速道路公団から承継した道路債券（国
が保有している債券を除く。）に係る債務 1,644,159
百万円については、独立行政法人日本高速道路保
有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。 

(2) 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法
第 15 条の規定により、当社が高速道路の新設、改築、
修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担
し、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
により引き受けられた債務のうち、16,672 百万円に
ついては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返
済機構と連帯して債務を負っております。 

２．偶発債務 
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の下記
の債務に対して、次のとおり債務保証を行っておりま
す。 
(1) 日本道路公団等民営化関係法施行法第16条の規定
により、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済
機構が首都高速道路公団から承継した道路債券（国
が保有している債券を除く。）に係る債務 1,365,849
百万円については、独立行政法人日本高速道路保
有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。 

(2) 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法
第 15 条の規定により、当社が高速道路の新設、改築、
修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担
し、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
により引き受けられた債務のうち、44,467 百万円に
ついては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返
済機構と連帯して債務を負っております。 

３．重畳的な債務引受け 
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構による
債務引受けにより、道路建設関係長期借入金が 18,205
百万円減少しております。そのうち 1,533 百万円につい
ては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構か
ら借入金を返済することにより引受けがなされた額で
す。残る 16,672 百万円については、道路建設関係長期
借入金の重畳的な債務引受けがなされた額です。 

３．重畳的な債務引受け 
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構による
債務引受けにより、道路建設関係長期借入金が 30,570
百万円減少しております。そのうち 2,775 百万円につい
ては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構か
ら借入金を返済することにより引受けがなされた額で
す。残る 27,795 百万円については、道路建設関係長期
借入金の重畳的な債務引受けがなされた額です。 

４．当社の発行済株式総数は、普通株式 27,000 千株であ
ります。 

４．― 

 



首都高速道路㈱ 
平成 19 年３月期決算情報 

  - 21 - 

 

 

前連結会計年度 
（平成 18 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（平成 19 年３月 31 日） 

５．当社及び連結子会社（トラスティーロード㈱）におい
ては運転資金の効率的な調達を行うため下記の銀行と当
座貸越契約を締結しております。 
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実
行残高等は次のとおりです。 

 当座貸越限度額    
 ㈱みずほコーポレート銀行 8,000 百万円  
 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 4,000   
 ㈱三井住友銀行 4,000   
 ㈱横浜銀行 4,000   
 ㈱みずほ銀行 200   
 借入実行残高 60   

５．― 

 差引額 20,140   

 

（連結損益計算書関係） 

 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
    至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

１．販売費及び一般管理費の主なもの １．販売費及び一般管理費の主なもの 
 業務委託費 1,428 百万円   給料手当 1,636 百万円 
 給料手当 778    業務委託費 1,467  
 退職給付費用 569    広告宣伝費 1,463  
 広告宣伝費 564    退職給付費用 1,051  
 賞与引当金繰入額 214 

  
 賞与引当金繰入額 441  

２．回数券払戻関連費用には、回数券払戻引当金繰入額
282 百万円が含まれております。 

２．― 

３．― ３．固定資産売却益 
   土地     215 百万円 

４．― ４．前期損益修正益 
前連結会計年度における高速道路等事業管理費及び
売上原価を修正したものです。 

５．― ５．承継資産評価調整益 
承継資産の一部の取得価額の調整にともない、減価償
却累計額の調整を実施したものです。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数（千株） 

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 27,000 － － 27,000 

合計 27,000 － － 27,000 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

  当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
   至 平成 19 年３月 31 日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

 （平成 18 年３月 31 日現在）   （平成 19 年３月 31 日現在）  
 現金及び預金勘定 50,807 百万円   現金及び預金勘定 51,061 百万円  
 現金及び現金同等物 50,807    現金及び現金同等物 51,061   

２．財務活動によるキャッシュ・フローの「道路建設関係
長期借入金の減少額」18,205 百万円には、独立行政法人
日本高速道路保有・債務返済機構法第 15 条第１項の規
定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
が行った債務引受け額を記載しております。また、これ
に伴い上記債務引受けによる影響額を営業活動による
キャッシュ・フローに含めて記載しております。 

２．財務活動によるキャッシュ・フローの「道路建設関係
長期借入金の減少額」30,570 百万円には、独立行政法人
日本高速道路保有・債務返済機構法第 15 条第１項の規
定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
が行った債務引受け額を記載しております。また、これ
に伴い上記債務引受けによる影響額を営業活動による
キャッシュ・フローに含めて記載しております。 

 

（セグメント情報） 

ａ.事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成 17 年 10 月１日  至 平成 18 年３月 31 日）                    （単位：百万円） 

 高速道路事業 駐車場事業 受託事業 その他 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1)外部顧客に対する売上高 142,666 682 330 69 143,749 － 143,749 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
又は振替高 － － － － － － － 

計 142,666 682 330 69 143,749 － 143,749 

営業費用 136,760 1,043 321 63 138,189 － 138,189 
  営業利益（又は営業損失
（△）） 

5,905 △  361 9 6 5,560 － 5,560 

Ⅱ資産、減価償却費及び 
資本的支出 

       

資産 312,490 4,541 － 1,173 318,205 84,781 402,986 
減価償却費 1,609 397 － 5 2,012 271 2,283 
資本的支出 2,130 70 － － 2,200 270 2,471 
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当連結会計年度（自 平成 18 年４月１日  至 平成 19 年３月 31 日）                     （単位：百万円） 

 高速道路事業 駐車場事業 受託事業 その他 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1)外部顧客に対する売上高 283,704 2,589 5,504 574 292,373 － 292,373 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
又は振替高 － － － － － － － 

計 283,704 2,589 5,504 574 292,373 － 292,373 

営業費用 280,053 2,245 5,496 504 288,298 － 288,298 

  営業利益 3,651 344 8 70 4,074 － 4,074 
Ⅱ資産、減価償却費及び 
資本的支出 

       

資産 404,213 4,780 － 1,778 410,772 93,932 504,704 
減価償却費 3,300 613 － 81 3,995 637 4,633 
資本的支出 3,553 185 － 9 3,748 284 4,033 

（注）１．事業内容の種類、性質等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行ってお

ります。 

２．各事業区分の主要内容 

事業区分 主要内容 

高速道路事業 高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の管理等 

駐車場事業 駐車場等の運営及び管理 

受託事業 国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持及び修繕等 

その他の事業 
休憩施設等の運営及び管理並びに高速道路の高架下賃貸施設の運営及
び管理等 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当社での余資運用資金（現金及び預

金）及び各事業共用の資産等であり、金額は下記のとおりであります。 

   前連結会計年度   84,781 百万円 

   当連結会計年度   93,932 百万円 

 

ｂ.所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成 17 年 10 月１日  至 平成 18 年３月 31 日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成 18 年４月１日  至 平成 19 年３月 31 日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

ｃ.海外売上高 

前連結会計年度（自 平成 17 年 10 月１日  至 平成 18 年３月 31 日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成 18 年４月１日  至 平成 19 年３月 31 日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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(リース取引関係) 

 前連結会計年度  当連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 （自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日）   至 平成 19 年３月 31 日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 
  該当事項はありません。 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 
(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 
  

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

 

  百万円 百万円 百万円  
 機械及び装置 10 1 9  
 工具器具備品 300 67 232  

 無形固定資産 77 17 59  
 合 計 388 86 301  

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固
定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利
子込み法により算定しております。 

(２)未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 95 百万円  
 １ 年 超 206   
 合    計 301   
(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期
末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算出しております。 

(３)支払リース料等 

 ①支払リース料 86 百万円  

 ②減価償却費相当額 86   

(４)減価償却費相当額の算定方法 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 未経過リース料 
 １ 年 内 192,828 百万円   １ 年 内 193,464 百万円  
 １ 年 超 11,952,738    １ 年 超 11,759,273   
 合    計 12,145,566    合    計 11,952,738   
（注）１．道路資産の未経過リース料の金額は変動する場

合があります。当社及び独立行政法人日本高速道
路保有・債務返済機構は、道路資産の貸付料を含
む協定について、おおむね５年ごとに検討を加
え、必要がある場合には、相互にその変更を申し
出ることができるとされております。ただし、道
路資産の貸付料を含む協定が独立行政法人日本
高速道路保有・債務返済機構法第 17 条に規定す
る基準に適合しなくなった場合等、業務等の適正
かつ円滑な実施に重大な支障が生ずるおそれが
ある場合には、上記の年限に関わらず、相互にそ
の変更を申し出ることができるとされておりま
す。 

（注）１．同左 
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 前連結会計年度  当連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 （自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日）   至 平成 19 年３月 31 日） 

２．道路資産の貸付料は、実績料金収入が、計画料
金収入に計画料金収入の変動率に相当する金額
を加えた金額（加算基準額）を超えた場合、当該
超過額（実績料金収入―加算基準額）が加算され
ることとなっております。また、実績料金収入が、
計画料金収入の変動率に相当する金額を減じた
金額（減算基準額）に足りない場合、当該不足額
（減算基準額―実績料金収入）が減算されること
となっております。 

   ２．同左 

３．―    ３．当連結会計年度において、実績料金収入が加算
基準額を超えたことにより、協定に定める道路資
産の貸付料に加え、1,586 百万円を費用処理しま
したが、この額は反映させておりません。 

 

（関連当事者との取引） 

前連結会計年度（自 平成 17 年 10 月１日  至 平成 18 年３月 31 日） 

（１）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 
属性 

会社等の 
名称 

住所 
資本金 
（百万円） 

事業の 
内容 

議決権等の
所有（被所
有割合） 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

受託業務収入 102 ― ― 

資金の借入 
（注２） 

10,814 
道路建設
関係長期
借入金 

40,180 

受託業務
前受金 

9,617 

主要株主 

国土交通
省 
（国土交
通大臣） 

東京都
千代田
区 

― 
国土交
通行政 

（被所有） 
直接 
50.0% 

転籍 
３名 

工事等
の受託
資金の
借入 受託業務前受

金の受入 
2,730 

未収入金 2,392 

受託業務収入 124 ― ― 

資金の借入 
（注２） 

10,814 
道路建設
関係長期
借入金 

40,180 主要株主 東京都 
東京都
新宿区 

― 
東京都
行政 

（被所有） 
直接 
26.7% 

転籍 
２名 

工事等
の受託
資金の
借入 

受託業務前受
金の受入 

5,303 
受託業務
前受金 

5,340 

（注）１．受託業務前受金の受入を除き、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

２．高速道路の新設、改築のための無利子借入金です。
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（２）兄弟会社等 

関係内容 
属性 

会社等の 
名称 

住所 
資本金 

（百万円） 
事業の 
内容 

議決権等の
所有（被所
有割合） 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

道路資
産の借
受 

道路資産賃借
料の支払 
（注１） 

85,905 
高速道路
事業営業
未払金 

17,561 

道路資産完成
高 

17,701 
高速道路
事業営業
未収入金 

381 道路資
産完成
高及び
債務引
受け 

債務引受けに
伴う借入金債
務の減少額 
（注２） 

18,205 未払金 36 

債務保証 
（注２） 
（注３） 

1,660,831 ― ― 
借入金
等の連
帯債務 当社借入に対

する被債務保
証（注４） 

47,182 ― ― 

主要株主
が議決権
の過半数
を自己の
計算にお
いて所有
している
会社等 

独立行政
法人日本
高速道路
保有・債
務返済機
構 

東 京 都
港区 

4,463,874 

高速道
路に係
る道路
資産の
保有及
び会社
への貸
付け、
承継債
務の返
済等 

なし なし 

資金の
借入 

資金の借入 
（注５） 

18,750 
道路建設
関係長期
借入金 

17,217 

（注）１．日本道路公団等民営化関係法施行法第 24 条の規定により国土交通大臣が策定した暫定協定に基づ

き支払を行っております。 

２．独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第 15 条の規定のより、高速道路の新設、改築、

修繕または災害復旧に要する費用に充てるために負担した債務が、独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構により引き受けられております。また、引受けが行われた債務のうち、独立行

政法人日本高速道路保有・債務返済機構からの借入金を除く借入金債務について、当社は独立行

政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。なお、保証料は受け

取っておりません。 

３．日本道路公団等民営化関係法施行法第 16 条の規定により、独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構が首都高速道路公団から承継した首都高速道路債券（国が保有している債券を除く。）に

ついて、当社は独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。

なお、保証料は受け取っておりません。 

４．日本道路公団等民営化関係法施行法第 16 条の規定のより、当社が首都高速道路公団から承継した

借入金（国からの借入金を除く。）に対して、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構より

債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。 

５．独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第 12 条第１項第４号に基づく無利子の借入金で

あります。 

６．取引金額は消費税等が含まれておらず、期末残高には道路建設関係長期借入金を除き消費税等が

含まれております。 
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当連結会計年度（自 平成 18 年４月１日  至 平成 19 年３月 31 日） 

（１）親会社及び法人主要株主等 

関係内容 
属性 

会社等の 
名称 

住所 
資本金 
（百万円） 

事業の 
内容 

議決権等の
所有（被所
有割合） 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

受託業務収入 937 ― ― 

資金の借入 
（注２） 

21,188 
道路建設
関係長期
借入金 

61,368 

受託業務
前受金 

8,461 

主要株主 

国土交通
省 
（国土交
通大臣） 

東京都
千代田
区 

― 
国土交
通行政 

（被所有） 
直接 
50.0% 

転籍 
３名 

工事等
の受託
資金の
借入 受託業務前受

金の受入 
3,491 

未収入金 442 

受託業務収入 40 ― ― 

資金の借入 
（注２） 

21,188 
道路建設
関係長期
借入金 

61,368 

受託業務
前受金 

15,237 

主要株主 東京都 
東京都
新宿区 

― 
東京都
行政 

（被所有） 
直接 
26.7% 

転籍 
２名 

工事等
の受託
資金の
借入 

受託業務前受
金の受入 

7,369 

未収入金 5 

（注）１．受託業務前受金の受入を除き、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

２．高速道路の新設、改築のための無利子借入金です。 

 

（２）兄弟会社等 

関係内容 
属性 

会社等の 
名称 

住所 
資本金 

（百万円） 
事業の 
内容 

議決権等の
所有（被所
有割合） 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

道路資
産の借
受 

道路資産賃借
料の支払 
（注１） 

194,415 
高速道路
事業営業
未払金 

18,532 

道路資産完成
高 

28,993 
高速道路
事業営業
未収入金 

148 道路資
産完成
高及び
債務引
受け 

債務引受けに
伴う借入金債
務の減少額 
（注２） 

30,570 未払金 32 

債務保証 
（注２） 
（注３） 

1,410,316 ― ― 
借入金
等の連
帯債務 当社借入に対

する被債務保
証（注４） 

36,506 ― ― 

主要株主
が議決権
の過半数
を自己の
計算にお
いて所有
している
会社等 

独立行政
法人日本
高速道路
保有・債
務返済機
構 

東 京 都
港区 

4,463,874 

高速道
路に係
る道路
資産の
保有及
び会社
への貸
付け、
承継債
務の返
済等 

なし なし 

資金の
借入 

資金の借入 
（注５） 

30,300 
道路建設
関係長期
借入金 

44,742 
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（注）１．独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成 16 年法律第 100 号）第 13 条第１項に規

定する協定に基づき、支払いを行っております。 

２．独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第 15 条の規定のより、高速道路の新設、改築、

修繕または災害復旧に要する費用に充てるために負担した債務が、独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構により引き受けられております。また、引受けが行われた債務のうち、独立行

政法人日本高速道路保有・債務返済機構からの借入金を除く借入金債務について、当社は独立行

政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。なお、保証料は受け

取っておりません。 

３．日本道路公団等民営化関係法施行法第 16 条の規定により、独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構が首都高速道路公団から承継した首都高速道路債券（国が保有している債券を除く。）に

ついて、当社は独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。

なお、保証料は受け取っておりません。 

４．日本道路公団等民営化関係法施行法第 16 条の規定のより、当社が首都高速道路公団から承継した

借入金（国からの借入金を除く。）に対して、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構より

債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。 

５．独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第 12 条第１項第４号に基づく無利子の借入金で

あります。 

６．取引金額は消費税等が含まれておらず、期末残高には道路建設関係長期借入金を除き消費税等が

含まれております。 
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(税効果会計関係) 

 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 
  
 繰延税金資産   繰延税金資産  
  貸倒引当金 81 百万円    貸倒引当金 57 百万円  
  賞与引当金 356     賞与引当金 355   
  回数券払戻引当金 114     回数券払戻引当金 28   
  退職給付引当金 11,794     退職給付引当金 12,230   
  未払事業税 39     未払事業税 98   
  その他 5     その他 44   
 繰延税金資産小計  12,392    繰延税金資産小計 12,814   
 評価性引当額 △ 12,392    評価性引当額 △ 12,618   
 繰延税金資産合計 ―    繰延税金資産合計 195   
           
  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。 
 
流動資産―繰延税金資産     38 百万円 
固定資産―繰延税金資産    157 百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間の差異の主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間の差異の主な項目別の内訳 

          
 法定実効税率 40.7 ％   法定実効税率 40.7 ％  
 （調  整）     （調 整）    
  交際費等永久に損金に算入されない項目  0.0     交際費等永久に損金に算入されない項目  1.1   
  評価性引当額の増減 0.7     評価性引当額の増減 4.5   

  その他 2.2     その他 -0.3   
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.6 ％   税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.6 ％  
  

 

（有価証券関係） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

該当事項はありません。 
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（退職給付関係） 

 １．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び厚生年金基金制度を設けております。また、連結子会社は確定給

付型の制度として退職一時金制度を設けております。 

  

２．退職給付債務に関する事項（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度   
（平成 18 年３月 31 日） （平成 19 年３月 31 日） 

イ． 退職給付債務 △  42,745 △  43,932 

ロ． 年金資産 15,380 15,878 

ハ． 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △  27,365 △  28,053 

二． 未認識数理計算上の差異 △    1,613 △    1,993 

ホ． 連結貸借対照表計上純額（ハ＋ニ） △  28,979 △  30,047 

へ． 前払年金費用 ― ― 

ト． 退職給付引当金（ホ－へ） △  28,979 △  30,047 

  

３．退職給付費用に関する事項（単位：百万円） 

  前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
至 平成 18 年 ３月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 

    至 平成 19 年３月 31 日） 
イ． 勤務費用（注１）（注２） 653 1,710 

ロ． 利息費用 424 854 

ハ． 期待運用収益 △       31 △       70 

二． 数理計算上の差異の費用処理額 ― △      161 

ホ． 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 1,046 2,332 

（注）１．厚生年金に対する従業員拠出額を控除しております。 

   ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に計上しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
   至 平成 18 年 ３月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 

    至 平成 19 年３月 31 日） 
イ.割引率 
 

2.0％ 同左 

ロ.期待運用収益率 
 

0.46％ 4.0％ 

ハ.期待運用収益率 期間定額基準 同左 
二.数理計算上の差異の処理年数 
 
 
 

10 年 
（発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数によ
る定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理することとしております。） 

同左 
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（ストック・オプション関係） 

該当事項はありません。 

 

（企業結合関係） 

前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 

    至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

１ 事業の譲受 

連結子会社である首都高速道路サービス㈱は、平成18年

４月１日に財団法人首都高速道路協会から休憩所事業及

び高架下占用駐車場事業の一部を譲り受けました。 

（1）譲り受けた相手方の概要 

商号 財団法人首都高速道路協会 

本社所在地 東京都港区虎ノ門１-１-21 

設立年月日 昭和 42 年１月 10 日 

代表者（理事長） 青木保之 

基本財産 １億５千万円 
 
（2）譲り受けた事業の概要 

① 休憩所事業のうち休憩施設及び店舗運営事業等 

② 高架下占用駐車場事業の一部 

（3）譲受を行った理由 

道路空間を活用した関連事業を一体的に行うこと 

により、効率的な経営を行い収益の増大とサービス 

の向上を図るために事業の譲受を受けました。なお、 

迅速な施設の維持管理や設備投資を行うために連結 

子会社が資産所有を行うこととしました。 

（4）企業結合日 

平成 18 年４月１日 

（5）企業結合の法的形式 

営業の譲受け 

（6）譲り受けた資産、負債の額 

― 

  資産価額 1,240 百万円 

 （主な項目：休憩所資産 602 百万円、高架下占 

 用駐車場資産 491 百万円、その他共通資産 91 百 

 万円） 

 負債価額 1,001 百万円 

 （主な項目：預り保証金 349 百万円、長期借入 

 金 652 百万円） 
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（１株当たり情報）  

前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 

    至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 

   至 平成 19 年３月 31 日） 

１株当たり純資産額 1,108.73 円 １株当たり純資産額 1,043.12 円 

１株当たり当期純利益金額 108.73 円 １株当たり当期純利益金額 100.50 円 
    
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

  
(注)１. １株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 19 年３月 31 日） 

１株当たり当期純損益金額    

当期純利益（百万円）  2,935 2,713 

普通株主に帰属しない金額(百万円)          ―         ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円)  2,935 2,713 

普通株式の期中平均株式数(千株)  27,000 27,000 

 

２. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（平成 18 年３月 31 日） 
当連結会計年度 

（平成 19 年３月 31 日） 

純資産の部の合計額（百万円） ― 28,194 

純資産の合計額から控除する金額（百万円） ― 30 

（うち少数株主持分） (―) （30） 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） ― 28,164 

１株当たりの純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数（千株） 

― 27,000 
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（重要な後発事象） 

 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

１ 事業の譲受 

連結子会社である首都高速道路サービス㈱は、平成18

年４月１日に財団法人首都高速道路協会から休憩所事業

及び高架下占用駐車場事業の一部を譲り受けました。 

（1）譲り受けた相手方の概要 

商号 財団法人首都高速道路協会 

本社所在地 東京都港区虎ノ門１-１-21 

設立年月日 昭和 42 年１月 10 日 

代表者（理事長） 青木保之 

基本財産 １億５千万円 
 
（2）譲り受けた事業の概要 

① 休憩所事業のうち休憩施設及び店舗運営事業等 

② 高架下占用駐車場事業の一部 

（3）譲受を行った理由 

道路空間を活用した関連事業を一体的に行うこと 

により、効率的な経営を行い収益の増大とサービス 

の向上を図るために事業の譲受を受けました。なお、 

迅速な施設の維持管理や設備投資を行うために連結 

子会社が資産所有を行うこととしました。 

（4）譲受を行った理由 

  資産価額 1,240 百万円 

 （主な項目：休憩所資産 602 百万円、高架下占 

 用駐車場資産 491 百万円、その他共通資産 91 百 

 万円） 

 負債価額 1,001 百万円 

 （主な項目：預り保証金 349 百万円、長期借入 

 金 652 百万円） 

（5）その他 

資産価額から負債価額を差し引いた 238 百万円に 

ついては、財団法人首都高速道路協会と首都高速道 

路サービス㈱が平成18年４月１日及び平成18年４月 

28 日に締結した資産譲渡及び債務引受契約書に基づ 

き、首都高速道路サービス㈱が平成 21 年までの３か 

年で財団法人首都高速道路協会に支払うこととして 

います。 

１ 株式取得による会社の買収 

当社は、安全・円滑な道路サービスの向上に不可欠な業

務の提供について、経営方針の徹底及び連結子会社とする

ことによる経営の透明性の向上を図るため、平成19年４月

１日にユニ㈱、㈱エヌティジェー、㈱トーワン、㈱とうさ

い、㈱エフイージー、横浜アールエス㈱、ケイエス㈱、首

都高パトロール㈱の株式を取得しました。 

株式取得の概要は次のとおりです。 

（1）買収した会社の名称 ユニ㈱ 

  ①株式取得の相手会社の名称 

   首都高パトロール㈱        120株 

   日本ハイウェイ・サービス㈱     51株 

   ㈱アーバンロードサービス     227株 

  ②買収した会社の事業内容、規模 

   事業内容          料金収受業務 

   資本金             30百万円 

  ③取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   取得した株式の数         398株 

   取得価額            35百万円 

      取得後の持分比率         66.3％ 

（2）買収した会社の名称 ㈱エヌティジェー 

  ①株式取得の相手会社の名称 

   首都高パトロール㈱       2,400株 

   日本ハイウェイ・サービス㈱    227株 

   ㈱トーハイサービス        493株 

  ②買収した会社の事業内容、規模 

   事業内容          料金収受業務 

   資本金             30百万円 

  ③取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   取得した株式の数        3,120株 

   取得価額            15百万円 

      取得後の持分比率         52.0％ 

（3）買収した会社の名称 ㈱トーワン 

  ①株式取得の相手会社の名称 

   首都高パトロール㈱       24,000株 

   ケイウエル㈱          9,600株 

   日本オートパーク㈱       4,000株 

   都市研究サービス㈱       4,000株 

   ワールドウェイ㈱        1,400株 

  ②買収した会社の事業内容、規模 

   事業内容                 料金収受業務 

   資本金             40百万円 
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 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

―   ③取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   取得した株式の数        43,000株 

   取得価額           147百万円 

      取得後の持分比率         72.9％ 

（4）買収した会社の名称 ㈱とうさい 

  ①株式取得の相手会社の名称 

   首都高パトロール㈱         120株 

   ノーザンハイウェイサービス㈱   240株 

   ㈱イーストワン          240株 

  ②買収した会社の事業内容、規模 

   事業内容                 料金収受業務 

   資本金             30百万円 

  ③取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   取得した株式の数         600株 

   取得価額            60百万円 

      取得後の持分比率        100.0％ 

（5）買収した会社の名称 ㈱エフイージー 

  ①株式取得の相手会社の名称 

   首都高パトロール㈱         120株 

   ㈱ファーストフレンド       177株 

   ㈱イーストワン          186株 

  ②買収した会社の事業内容、規模 

   事業内容                 料金収受業務 

   資本金             30百万円 

  ③取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   取得した株式の数         483株 

   取得価額            42百万円 

      取得後の持分比率         80.5％ 

（6）買収した会社の名称 横浜アールエス㈱ 

  ①株式取得の相手会社の名称 

   首都高パトロール㈱         120株 

   日本ハイウェイ・サービス㈱     29株 

   京浜急行電鉄㈱           59株 

   首都ハイウェイサービス㈱      24株 

   ㈶神奈川県駐労福祉センター     42株 

   ㈱タック              28株 

  ②買収した会社の事業内容、規模 

   事業内容                 料金収受業務 

   資本金             30百万円 

  ③取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   取得した株式の数         302株 

   取得価額            22百万円 

      取得後の持分比率         51.9％ 
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 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

― （7）買収した会社の名称 ケイエス㈱ 

  ①株式取得の相手会社の名称 

   首都高パトロール㈱         120株 

   ケイウエル㈱           360株 

   ㈱セノン              24株 

  ②買収した会社の事業内容、規模 

   事業内容                 料金収受業務 

   資本金             30百万円 

  ③取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   取得した株式の数         504株 

   取得価額            52百万円 

      取得後の持分比率         84.0％ 

（8）買収した会社の名称 首都高パトロール㈱ 

  ①株式取得の相手会社の名称 

   ㈱アーバンロードサービス      20株 

   ケイウエル㈱            54株 

   ノーザンハイウェイサービス㈱    68株 

   ㈱トーワン                    104株 

   ㈱トーハイサービス         20株 

  ②買収した会社の事業内容、規模 

   事業内容                 交通管理業務 

   資本金             40百万円 

  ③取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   取得した株式の数         266株 

   取得価額           406百万円 

      取得後の持分比率        100.0％ 

 

２ 重要な子会社等の設立について 

当社は、平成19年３月15日開催の取締役会において、安

全・円滑な道路サービスの向上に不可欠な維持修繕業務

を、業務の緊急性、市場性、枢要性、熟練性を踏まえつつ、

効率的な業務を実施するため、首都高メンテナンス西東京

㈱、首都高メンテナンス東東京㈱、首都高メンテナンス神

奈川㈱、首都高電気メンテナンス㈱、首都高ＥＴＣメンテ

ナンス㈱を新たに設立することを決議し、平成19年４月３

日にこれらの会社の設立を行いました。 

新設会社の概要は次のとおりです。 

（1）設立した会社 首都高メンテナンス西東京㈱ 

  ①設立した会社の事業内容、規模 

   事業内容  維持修繕業務 

   資本金     40百万円 

  ②取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   株式数       800株 

   取得価額    40百万円 

      持分比率     100.0％ 
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 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

― （2）設立した会社 首都高メンテナンス東東京㈱ 

  ①設立した会社の事業内容、規模 

   事業内容  維持修繕業務 

   資本金      40百万円 

  ②取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   株式数       800株 

   取得価額    40百万円 

      持分比率     100.0％ 

（3）設立した会社 首都高メンテナンス神奈川㈱ 

  ①設立した会社の事業内容、規模 

   事業内容  維持修繕業務 

   資本金     40百万円 

  ②取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   株式数       800株 

   取得価額    40百万円 

      持分比率     100.0％ 

（4）設立した会社 首都高電気メンテナンス㈱ 

  ①設立した会社の事業内容、規模 

   事業内容  維持修繕業務 

   資本金     40百万円 

  ②取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   株式数       800株 

   取得価額    40百万円 

      持分比率     100.0％ 

（5）設立した会社 首都高ＥＴＣメンテナンス㈱ 

  ①設立した会社の事業内容、規模 

   事業内容  維持修繕業務 

   資本金      40百万円 

  ②取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

   株式数       800株 

   取得価額    40百万円 

      持分比率     100.0％ 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

資産の部                                                                          （単位：百万円） 

                 期    別 

科    目 

前 事 業 年 度 

（平成 18 年３月） 

当 事 業 年 度 

（平成 19 年３月） 

比較

増減 

（資産の部） 

Ⅰ流  動  資  産 

現 金 及 び 預 金 

 

 

 

 

 

５０，７３５ 

 

 

 

 

 

５０，３２６ 

 

 

△   ４０９ 

高速道路事業営業未収入金  １８，０６７  ２０，５３６ ２，４６９ 

未 収 入 金  ３，９２０  ４，２９８ ３７８ 

短 期 貸 付 金  ２０９  ３０５ ９６ 

仕 掛 道 路 資 産  ２４８，３５６  ３４１，５９１ ９３，２３５ 

貯 蔵 品  ３４２  ３６０ １８ 

受 託 業 務 前 払 金  １４，００７  ２２，８９９ ８，８９２ 

前 払 金  ７１  ３４２ ２７１ 

前 払 費 用  ２８  １２７ ９９ 

そ の 他  ８９１  ４４３ △   ４４８ 

貸 倒 引 当 金  △   １８１  △   １６３ １８ 

合 計  ３３６，４４９  ４４１，０６６ １０４，６１７ 

Ⅱ固  定  資  産 

ⅰ高速道路事業固定資産 

１有形固定資産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 建 物 ８４０  ８４８   

 減 価 償 却 累 計 額 △    ２３ ８１７ △    ７０ ７７８ △    ３９ 

(2) 構 築 物 １９，６７８  １６，４９５   

 減 価 償 却 累 計 額 △   ４０４ １９，２７４ △   ９９４ １５，５００ △ ３，７７４ 

(3) 機 械 及 び 装 置 ２３，７１６  ２６，６０６   

 減 価 償 却 累 計 額 △ １，０８７ ２２，６２９ △ ３，０１５ ２３，５９１ ９６２ 

(4) 車 両 運 搬 具 ５０８  ７６７   

 減 価 償 却 累 計 額 △    ６０ ４４７ △   １８１ ５８５ １３８ 

(5) 工 具 器 具 備 品 ８０  ７３   

 減 価 償 却 累 計 額 △    １２ ６７ △    ３２ ４０ △    ２７ 

(6) 土 地  ２６８  ２６８ ０ 

(7) 建 設 仮 勘 定  １，７４２  ４２７ △ １，３１５ 

   有形固定資産合計  ４５，２４８  ４１，１９２ △ ４，０５６ 

   ２無形固定資産  ７２３  ７８６ ６３ 

高速道路事業固定資産合計  ４５，９７１  ４１，９７８ △ ３，９９３ 
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                                                                             （単位：百万円） 

                期    別 

科    目 

前 事 業 年 度 

（平成 18 年３月） 

当 事 業 年 度 

（平成 19 年３月） 

比較

増減 

ⅱ関連事業固定資産 

１有形固定資産 

     

(1) 建 物 ５，０５１  ５，１３７   

 減 価 償 却 累 計 額 △   ３６８ ４，６８２ △   ６３９ ４，４９８ △   １８４ 

(2) 構 築 物 １  ３   

 減 価 償 却 累 計 額 △     ０ １ △     ０ ２ １ 

(3) 機 械 及 び 装 置 ６２  ６５   

 減 価 償 却 累 計 額 △     ９ ５３ △    ２７ ３８ △    １５ 

(4) 工 具 器 具 備 品 ０  １   

 減 価 償 却 累 計 額 △     ０ ０ △     ０ ０ ０ 

(5) 土 地  ９７６  ９７６ ― 

(6) 建 設 仮 勘 定  ―  １０ １０ 

   有形固定資産合計  ５，７１４  ５，５２６ △   １８８ 

関連事業固定資産合計  ５，７１４  ５，５２６ △   １８８ 

ⅲ各事業共用固定資産 

１有形固定資産 

     

(1) 建 物 ４，７１５  ４，８９０   

 減 価 償 却 累 計 額 △   １３３ ４，５８１ △   ４０２ ４，４８８ △    ９３ 

(2) 構 築 物 ２６  ２５   

 減 価 償 却 累 計 額 △     ２ ２４ △     ６ １９ △     ５ 

(3) 機 械 及 び 装 置 ３  ５   

 減 価 償 却 累 計 額 △     ０ ２ △     ２ ３ １ 

(4) 車 両 運 搬 具 １２  １９   

 減 価 償 却 累 計 額 △     ２ １０ △     ５ １３ ３ 

(5) 工 具 器 具 備 品 １３４  １３４   

 減 価 償 却 累 計 額 △    １３ １２１ △    ４８ ８６ △    ３５ 

(6) 土 地  ７，６２０  ７，３７２ △   ２４８ 

   有形固定資産合計  １２，３６０  １１，９８２ △   ３７８ 

   ２無形固定資産      

(1) ソ フ ト ウ ェ ア  １，４２０  １，１４６ △   ２７４ 

(2) そ の 他  １  ２２ ２１ 

   無形固定資産合計  １，４２２  １，１６８ △   ２５４ 

各事業共用固定資産合計  １３，７８２  １３，１５１ △   ６３１ 
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                                                                             （単位：百万円） 

                 期    別 

科    目 

前 事 業 年 度 

（平成 18 年３月） 

当 事 業 年 度 

（平成 19 年３月） 

比較

増減 

ⅳその他の固定資産 

１有形固定資産 

    
 

(1) 建 物 １３  ―   

 減 価 償 却 累 計 額 △     ０ １３ ― ― △    １３ 

(2) 車 両 運 搬 具 １２  ―   

 減 価 償 却 累 計 額 △     ０ １２ ― ― △    １２ 

(3) 土 地  ５７  ０ △    ５７ 

有形固定資産合計  ８３  ０ △    ８３ 

その他の固定資産合計  ８３  ０ △    ８３ 

  ⅴ投資その他の資産      

(1) 関 係 会 社 株 式  ３０  ５０ ２０ 

(2) 破 産 更 生 債 権 等  ８  ３ △     ５ 

(3) 長 期 前 払 費 用  ０  － △     ０ 

(4) 敷 金  ７６６  ７１７ △    ４９ 

(5) そ の 他  ４９  ６３ １４ 

 貸 倒 引 当 金  △     ８  △     ３ ５ 

投資その他の固定資産合計  ８４７  ８３１ △    １６ 

合 計  ６６，３９９  ６１，４８７ △ ４，９１２ 

Ⅲ繰  延  資  産 

道路建設関係社債発行費 

道路建設関係社債発行差金 

合 計 

 

 

 

 

 

 

２０ 

７４ 

９４ 

 

 

 

 

 

１０ 

－ 

１０ 

 

△    １０ 

△    ７４ 

△    ８４ 

資 産 合 計  ４０２，９４３  ５０２，５６４ ９９，６２１ 
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負債の部                                                             （単位：百万円） 

                期     別   

科     目 

前 事 業 年 度 

（平成 18 年３月） 

当 事 業 年 度 

（平成 19 年３月） 

比較

増減 

（負債の部） 

Ⅰ流  動  負  債 

高速道路事業営業未払金 

 

 

 

 

 

４４，２２４ 

 

 

 

 

 

４５，５３７ 

 

 

１，３１３ 

一年以内返済長期借入金  １，２５１  ２５，０４１ ２３，７９０ 

未 払 金  ３，４７８  ２，２７６ △ １，２０２ 

未 払 費 用  ３８１  ３５０ △    ３１ 

未 払 法 人 税 等  ２，４９６  ２３８ △ ２，２５８ 

受 託 業 務 前 受 金  １８，２３２  ２９，３９１ △１１，１５９ 

前 受 金  １２，９９５  ４，２２９ △ ８，７６６ 

預 り 金  ―  １，２７８ １，２７８ 

前 受 収 益  ２５３  ２７５ ２２ 

賞 与 引 当 金  ８７６  ８２７ △    ４９ 

回 数 券 払 戻 引 当 金  ２８２  ６９ △   ２１３ 

そ の 他  ３３  ０ △    ３３ 

合 計 

 

Ⅱ固  定  負  債 

道 路 建 設 関 係 社 債 

 

 

 

 

８４，５０６ 

 

 

１０，０００ 

 

 

 

 

１０９，５１９ 

 

 

４７，０２１ 

２５，０１３ 

 

 

３７，０２１ 

道路建設関係長期借入金  ２４２，３８１  ２８２，８１３ ４０，４３２ 

そ の 他 の 長 期 借 入 金  ７，１４０  ５，５２３ △ １，６１７ 

退 職 給 付 引 当 金  ２８，９７９  ２９，６６２ ６８３ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  －  １８ １８ 

合 計  ２８８，５００  ３６５，０３８ ７６，５３８ 

 

負  債  合  計 

 

 

 

３７３，００６ 

 

 

 

 

４７４，５５８ 

 

 

１０１，５５２ 
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純資産の部（資本の部）                                         （単位：百万円） 

                期     別   

科     目 

前 事 業 年 度 

（平成 18 年３月） 

当 事 業 年 度 

（平成 19 年３月） 

比較

増減 

（純資産の部） 

Ⅰ株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

 資  本  準  備  金 

  資 本 剰 余 金 合 計 

利 益 剰 余 金 

 そ の 他 利 益 剰 余 金 

  繰 越 利 益 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 合 計 

合        計 

 

純 資 産  合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

― 

― 

 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３，５００ 

 

１３，５００ 

１３，５００ 

 

１，００６ 

１，００６ 

１，００６ 

２８，００６ 

 

２８，００６ 

 

 

― 

 

― 

― 

 

― 

― 

― 

― 

 

― 

負 債 純 資 産 合 計  ―  ５０２，５６４ ― 

（資本の部） 

Ⅰ資    本    金 

Ⅱ資 本 剰 余 金 

資  本  準  備  金 

合        計 

Ⅲ利 益 剰 余 金 

    当 期 未 処 分 利 益 

合        計 

 

資  本  合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３，５００ 

 

１３，５００ 

１３，５００ 

 

２，９３６ 

２，９３６ 

 

２９，９３６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

― 

― 

 

― 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

― 

 

― 

― 

 

― 

負 債 資 本 合 計  ４０２，９４３  ― ― 
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（２）損益計算書 

                                               （単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

 

前 事 業 年 度 

自 平成17年10月 

至 平成18年 ３月 

  

当 事 業 年 度 

自 平成18年４月 

至 平成19年３月 

 

 

比 較 増 減 

Ⅰ高速道路事業営業損益    

 １営業収益 １４２，６６６ ２８３，７０４ １４１，０３８ 

 

 

 

 

 

 

料 金 収 入 

道 路 資 産 完 成 高 

そ の 他 の 売 上 高 

１２１，８１７ 

１７，７０１ 

３，１４７ 

２４９，５４４ 

２８，９９３ 

５，１６６ 

１２７，７２７ 

１１，２９２ 

２，０１９ 

 ２営業費用 １３６，７６０ ２８０，０３５ １４３，２７５ 

 

 

 

 

 

 

道 路 資 産 賃 借 料 

道 路 資 産 完 成 原 価 

管 理 費 用 

８５，９０５ 

１７，７０１ 

３３，１５３ 

１９４，４１５ 

２８，９９３ 

５６，６２６ 

１０８，５１０ 

１１，２９２ 

２３，４７３ 

高 速 道 路 事 業 営 業 利 益 ５，９０５ ３，６６８ △  ２，２３７ 

Ⅱ関連事業営業損益    

 １営業収益 １，０８３ ７，３１１ ６，２２８ 

 

 

 

 

 

 

駐 車 場 事 業 収 入 

休 憩 所 等 事 業 収 入 

高 架 下 事 業 収 入 

受 託 業 務 収 入 

６８２ 

３５ 

３３ 

３３０ 

１，６５８ 

８２ 

６５ 

５，５０４ 

９７６ 

４７ 

３２ 

５，１７４ 

 ２営業費用 １，４２８ ７，１３７ ５，７０９ 

 

 

 

 

 

 

駐 車 場 事 業 費 

休 憩 所 等 事 業 費 

高 架 下 事 業 費 

受 託 業 務 事 業 費 

１，０４３ 

３１ 

３０ 

３２１ 

１，５４３ 

６０ 

３７ 

５，４９６ 

５００ 

２９ 

７ 

５，１７５ 

関 連 事 業 営 業 利 益 （ △ 損 失 ） △    ３４５ １７３ ５１８ 

全 事 業 営 業 利 益 ５，５６０ ３，８４２ △  １，７１８ 

Ⅲ営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

土 地 物 件 貸 付 料 

損 害 賠 償 金 等 

雑 収 入 

 

４ 

４８ 

３２ 

８４ 

 

３５ 

９９ 

７７ 

３７ 

 

３１ 

５１ 

４５ 

△     ４７ 

計 １７０ ２４９ ７９ 

Ⅳ営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

回 数 券 払 戻 関 連 費 用 

雑 支 出 

 

５２ 

４１４ 

６２ 

 

１１４ 

― 

１４ 

 

６２ 

△    ４１４ 

４８ 

計 ５２８ １２９ △    ３９９ 

経 常 利 益 ５，２０１ ３，９６３ △  １，２３８ 
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                                               （単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

 

前 事 業 年 度 

自 平成17年10月 

至 平成18年 ３月 

  

当 事 業 年 度 

自 平成18年４月 

至 平成19年３月 

 

 

比 較 増 減 

Ⅴ特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

前 期 損 益 修 正 益 

承 継 資 産 評 価 調 整 益 

 

― 

― 

― 

 

２１５ 

１４９ 

３０６ 

 

２１５ 

１４９ 

３０６ 

計 ― ６７１ ６７１ 

税 引 前 当 期 純 利 益 ５，２０１ ４，６３４ △    ５６７ 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ２，２６５ １，８４０ △    ４２５ 

過年度法人税、住民税及び事業税 ― ２３８ ２３８ 

当 期 純 利 益 ２，９３６ ２，５５５ △    ３８１ 

当 期 未 処 分 利 益 ２，９３６ ― ― 
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（３）株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日）                 （単位：百万円）  

株主資本 
資本剰余金 利益剰余金 

そ の 他 利 益 
剰 余 金 

 

 
 

資 本 金 
 

資 本 
準 備 金 

 
そ の 他 
資本剰余金 

 
資本剰余金 
合 計 

別途積立金 
繰 越 利 益 
剰 余 金 

 
利益剰余金 
合 計 

 
 

株 主 資 本 
合 計 

平成 18 年３月 31 日残高 13,500 13,500 － 13,500 － 2,936 2,936 29,936 

当期中の変動額         

承継資産額の調整（注１）   △4,485 △4,485    △4,485 

その他利益剰余金からその
他資本剰余金への振替 

  4,485 4,485  △4,485 △4,485 － 

別途積立金の積立（注２）     2,936 △2,936 － － 

別途積立金の取崩（注３）     △2,936 2,936 － － 

当期純利益      2,555 2,555 2,555 

当期中の変動額合計 － － － － － △1,929 △1,929 △1,929 

平成 19 年３月 31 日残高 13,500 13,500 － 13,500 － 1,006 1,006 28,006 

 
  

 
純 資 産 
合 計 

平成 18 年３月 31 日残高 29,936 

当期中の変動額  

承継資産額の調整（注１） △4,485 

その他利益剰余金からその
他資本剰余金への振替 

－ 

別途積立金の積立（注２） － 

別途積立金の取崩（注３） － 

当期純利益 2,555 

当期中の変動額合計 △1,929 

平成 19 年３月 31 日残高 28,006 

 

（注１）承継資産の取得価額の調整によるものであります。 

（注２）平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

（注３）平成 19 年２月の臨時株主総会における剰余金の処分項目であります。 
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（４）重要な会計方針 

項  目 
 前事業年度 

（自 平成 17 年 10 月 １日 
    至 平成 18 年 ３月 31 日） 

  当事業年度 
（自 平成 18 年４月 １日 

    至 平成 19 年３月 31 日） 

１．有価証券の評価
基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 
 移動平均法による原価法によっております。 

 (1) 子会社株式 
   同左 

２．たな卸資産の評
価基準及び評価方
法 

 (1) 仕掛道路資産 
 個別法による原価法によっております。 
 なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用
地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した価
額に、高速道路事業において発生した労務費・人件
費等のうち道路建設に要した費用として区分され
た費用の額及び除却工事費用その他道路資産の取
得に伴い発生した費用の額を加えた額としており
ます。 
 また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の
利息で、当該資産の工事完了の日までに発生したも
のは建設価額に算入しております。 
(2) 貯蔵品等 
主に先入先出法による原価法によっております。 

 (1) 仕掛道路資産 
   同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 貯蔵品等 
  同左 

３．固定資産の減価
償却の方法 

(1) 有形固定資産 
主として定額法を採用しております。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物         ２年～49 年 
構築物        ２年～45 年 
機械及び装置     ２年～17 年 
なお、当社が首都高速道路公団から承継した資産
については、経過年数を考慮した耐用年数によって
おります。 
(2) 無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。 

(1) 有形固定資産 
主として定額法を採用しております。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物         ２年～50 年 
構築物        ２年～45 年 
機械及び装置     ２年～17 年 
なお、当社が首都高速道路公団から承継した資産

については、経過年数を考慮した耐用年数によって
おります。 
(2) 無形固定資産 
同左 

４．繰延資産の処理
方法 

(1) 道路建設関係社債発行費 
３年で毎期均等額を償却しております。 
(2) 道路建設関係社債発行差金 
債券の償還期間にわたって月割償却しておりま
す。 

道路建設関係社債発行費は支出時に償却してお
ります。 
なお、前事業年度の貸借対照表に計上されていた

道路建設関係社債発行費については、３年で毎期均
等額を償却しております。 

(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 
  同左 

(2) 賞与引当金 
従業員へ支給する賞与に備えるため、支給見込額
のうち当事業年度負担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
  同左 

５．引当金の計上基
準 

(3) 回数券払戻引当金 
利用停止した回数券の払戻費用に備えるため、払
戻実績に基づき算出した将来の払戻見込額を計上
しております。 

(3) 回数券払戻引当金 
  同左 
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項  目 
 前事業年度 

（自 平成 17 年 10 月 １日 
    至 平成 18 年 ３月 31 日） 

  当事業年度 
（自 平成 18 年４月 １日 

    至 平成 19 年３月 31 日） 
 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き当連結会計年度末おいて発生していると認めら
れる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しております。 

(4) 退職給付引当金 
   同左 

  (5) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく事業年度末要支給額を計上しております。 
（会計方針の変更） 
 当社の役員退職慰労金については、従来、内規に
おいて支給基準が規定されていなかったことから、
支出時の費用として処理する方法としておりまし
たが、当事業年度から内規に基づく当事業年度末要
支給額を計上する方法に変更しております。 
この変更は、内規の改正により支給基準が明文化
されたことを契機に、役員退職慰労金を在任期間に
わたり費用配分することで期間損益の適正化及び
財務内容の健全化を図るために行ったものです。こ
の変更が損益に与える影響額は軽微であります。 

６．リース取引の処
理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 

７．その他財務諸表
作成のための基本
となる重要な事項 

(1) 完成工事高の計上基準 
① 道路資産完成高 
工事完成基準によっております。 

② 工事に係る受託業務収入 
   工事完成基準によっております。 
(2) 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。 

(1) 完成工事高の計上基準 
① 道路資産完成高 
同左 

② 工事に係る受託業務収入 
   同左 
(2) 消費税等の会計処理 
  同左 
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（５）重要な会計方針の変更  

 前事業年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

  当事業年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

 ― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17 年 12 月９日）
及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の
適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成 17 年 12 月
９日）を適用しております。 
これまでの資本の部の合計に相当する金額は、28,006 百

万円であります。 
なお、当事業年度における連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表規則の改正に伴い、改正後の財務諸表規
則により作成しております。 
 
（金融商品に関する会計基準の改正） 
 当事業年度より、改正後の「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第 10 号 平成 18 年８月 11 日）を適用して
おります。これによる損益に与える影響はありません。 
 
（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 
 当事業年度から、「繰延資産の会計処理に関する当面の取
扱い」（実務対応報告第 19 号 平成 18 年８月 11 日）を適用
しております。これによる損益に与える影響は軽微でありま
す。 
 なお、前事業年度において繰延資産に含めておりました道
路建設関係社債発行差金 66 百万円は、当事業年度から道路
建設関係社債より控除して表示しております。 
 

 
（６）表示方法の変更 

 前事業年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

  当事業年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

 ― （貸借対照表） 
当事業年度より金額的重要性が増したため、「預り金」を

区分掲記しております。なお、前事業年度は、流動負債の「そ
の他」に 33 百万円含めて表示しております。 
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（７）追加情報 

 前事業年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

  当事業年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

 ― 
 
 
 
 
 
 
 

（承継資産評価額の調整） 
国土交通省からの注意・是正文書（平成 18 年９月 20

日）に基づき、当社の設立時に首都高速道路公団から承継
された資産の一部の取得価額（仕掛道路資産△385 百万円、
高速道路事業固定資産△4,153 百万円（構築物△3,537 百
万円、機械及び装置△609 百万円など）、各事業共用固定資
産 54 百万円）を当事業年度において調整し、資本剰余金
を 4,485 百万円減額しております。 
また、これに伴い、繰越利益剰余金からその他資本剰余

金へ同額に振替を行っております。 

 

（８）個別財務諸表に関する注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成 18 年３月 31 日） 

当事業年度 
（平成 19 年３月 31 日） 

１．担保資産及び担保付債務 
  高速道路株式会社法（平成 16 年法律第 99 号）第８号
の規定より、当社の総財産を道路建設関係社債 10,000
百万円の一般担保に供しています。 

１．担保資産及び担保付債務 
高速道路株式会社法（平成 16 年法律第 99 号）第８条

の規定により、当社の総財産を道路建設関係社債 47,021
百万円の一般担保に供しております。 

２．偶発債務 
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の下記
の債務に対して、次のとおり債務保証を行っておりま
す。 
(1) 日本道路公団等民営化関係法施行法第16条の規定
により、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済
機構が首都高速道路公団から承継した道路債券（国
が保有している債券を除く。）に係る債務 1,644,159
百万円については、独立行政法人日本高速道路保
有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。 

(2) 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法
第 15 条の規定により、当社が高速道路の新設、改築、
修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担
し、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
により引き受けられた債務のうち、16,672 百万円に
ついては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返
済機構と連帯して債務を負っております。 

２．偶発債務 
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の下記
の債務に対して、次のとおり債務保証を行っておりま
す。 
(1) 日本道路公団等民営化関係法施行法第16条の規定
により、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済
機構が首都高速道路公団から承継した道路債券（国
が保有している債券を除く。）に係る債務 1,365,849
百万円については、独立行政法人日本高速道路保
有・債務返済機構と連帯して債務を負っております。 

(2) 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法
第 15 条の規定により、当社が高速道路の新設、改築、
修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担
し、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
により引き受けられた債務のうち、44,467 百万円に
ついては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返
済機構と連帯して債務を負っております。 

３．重畳的な債務引受け 
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構による
債務引受けにより、道路建設関係長期借入金が 18,205
百万円減少しております。そのうち 1,533 百万円につい
ては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構か
ら借入金を返済することにより引受けがなされた額で
す。残る 16,672 百万円については、道路建設関係長期
借入金の重畳的な債務引受けがなされた額です。 

３．重畳的な債務引受け 
独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構による
債務引受けにより、道路建設関係長期借入金が 30,570
百万円減少しております。そのうち 2,775 百万円につい
ては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構か
ら借入金を返済することにより引受けがなされた額で
す。残る 27,795 百万円については、道路建設関係長期
借入金の重畳的な債務引受けがなされた額です。 
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前事業年度 
（平成 18 年３月 31 日） 

当事業年度 
（平成 19 年３月 31 日） 

４．関連事業固定資産内訳 ４．関連事業固定資産内訳 
 (1)有形固定資産     (1)有形固定資産    
 駐車場事業 4,541 百万円   駐車場事業 4,360 百万円  
 休憩所等事業 1,151    休憩所等事業 1,146   
 高架下事業 21    高架下事業 19   
 有形固定資産 5,714    有形固定資産 5,526   
５．会社が発行する株式 普通株式 108,000,000 株 
  発行済株式総数   普通株式  27,000,000 株 

５．― 

６．当社においては運転資金の効率的な調達を行うため下
記の銀行と当座貸越契約を締結しております。 
当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実

行残高等は次のとおりです。 

 当座貸越限度額    
 ㈱みずほコーポレート銀行 8,000 百万円  
 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 4,000   
 ㈱三井住友銀行 4,000   
 ㈱横浜銀行 4,000   
 借入実行残高 ―   

６．― 

 差引額 20,000   

 

（損益計算書関係） 

 前事業年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

  当事業年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

１．関連事業営業損失の内訳 １．関連事業営業利益の内訳 
 駐車場事業営業損失 △361 百万円   駐車場事業営業利益 115 百万円  
 休憩所等事業営業利益 3    休憩所等事業営業利益 21   
 高架下事業営業利益 2    高架下事業営業利益 28   
 受託業務事業営業利益 9    受託業務事業営業利益 8   
 関連事業営業損失 △345    関連事業営業利益 173   

２．回数券払戻関連費用には、回数券払戻引当金繰入額
282 百万円が含まれております。 

２．― 

３．― ３．固定資産売却益 
  土地            215 百万円 

４．― ４．前期損益修正益 
前事業年度における駐車場事業費  149 百万円 

５．― ５．承継資産評価調整益 
承継資産の一部の取得価額の調整にともない、減価償
却累計額の調整を実施したものです。 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 
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(リース取引関係) 

 前事業年度  当事業年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 （自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日）   至 平成 19 年３月 31 日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 
  該当事項はありません。 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 
(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 
  

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

 

  百万円 百万円 百万円  
 機械及び装置 5 0 4  
 工具器具備品 289 66 223  
 無形固定資産 33 7 25  
 合 計 328 74 253  
(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固
定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利
子込み法により算定しております。 

(２)未経過リース料期末残高相当額 
 １ 年 内 81 百万円  
 １ 年 超 171   
 合    計 253   
(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期
末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算出しております。 

(３)支払リース料等 
 ①支払リース料 74 百万円  

 ②減価償却費相当額 74   

(４)減価償却費相当額の算定方法 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 
２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 未経過リース料 
 １ 年 内 192,828 百万円   １ 年 内 193,464 百万円  
 １ 年 超 11,952,738    １ 年 超 11,759,273   
 合    計 12,145,566    合    計 11,952,738   
（注）１．道路資産の未経過リース料の金額は変動する場

合があります。当社及び独立行政法人日本高速道
路保有・債務返済機構は、道路資産の貸付料を含
む協定について、おおむね５年ごとに検討を加
え、必要がある場合には、相互にその変更を申し
出ることができるとされております。ただし、道
路資産の貸付料を含む協定が独立行政法人日本
高速道路保有・債務返済機構法第 17 条に規定す
る基準に適合しなくなった場合等、業務等の適正
かつ円滑な実施に重大な支障が生ずるおそれが
ある場合には、上記の年限に関わらず、相互にそ
の変更を申し出ることができるとされておりま
す。 

（注）１．同左 
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 前事業年度  当事業年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 （自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日）   至 平成 19 年３月 31 日） 

２．道路資産の貸付料は、実績料金収入が、計画料
金収入に計画料金収入の変動率に相当する金額
を加えた金額（加算基準額）を超えた場合、当該
超過額（実績料金収入―加算基準額）が加算され
ることとなっております。また、実績料金収入が、
計画料金収入の変動率に相当する金額を減じた
金額（減算基準額）に足りない場合、当該不足額
（減算基準額―実績料金収入）が減算されること
となっております。 

   ２．同左 

３．―    ３．当事業年度において、実績料金収入が加算基準
額を超えたことにより、協定に定める道路資産の
貸付料に加え、1,586 百万円を費用処理しました
が、この額は反映させておりません。 

 

（有価証券関係） 

該当事項はありません。 

 

（税効果会計関係） 

 前事業年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

  当事業年度 
（自 平成 18 年４月 １日 
  至 平成 19 年３月 31 日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 
  
 繰延税金資産   繰延税金資産  
  貸倒引当金 81 百万円    貸倒引当金 57 百万円  
  賞与引当金 356     賞与引当金 336   
  回数券払戻引当金 114     回数券払戻引当金 28   
  退職給付引当金 11,794     退職給付引当金 12,072   
  未払事業税 39     未払事業税 70   
  その他 5     その他 28   
 繰延税金資産小計  12,392    繰延税金資産小計 12,594   
 評価性引当額 △ 12,392    評価性引当額 △ 12,594   
 繰延税金資産合計 ―    繰延税金資産合計 ―   
           
  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間の差異の主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間の差異の主な項目別の内訳 

          
 法定実効税率 40.7 ％   法定実効税率 40.7 ％  
 （調  整）     （調整）    
  交際費等永久に損金に算入されない項目  0.0     住民税均等割額等 0.4   
  評価性引当額の増減 0.7     過少申告加算税等 0.5   

  その他 2.2     交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2   
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.6 ％    評価性引当額の増減 4.4   

       その他 -1.8   
      税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.9 ％  
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（１株当たり情報）  

前事業年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

当事業年度 
（自 平成 18 年 ４月 １日 
  至 平成 19 年 ３月 31 日） 

１株当たり純資産額 1,108.74 円 １株当たり純資産額 1,037.28 円 

１株当たり当期純利益金額 108.74 円 １株当たり当期純利益金額 94.65 円 
    
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

  
(注)１. １株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

当事業年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

１株当たり当期純損益金額    

当期純利益（百万円）  2,936 2,555 

普通株主に帰属しない金額(百万円)          ―         ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円)  2,936 2,555 

普通株式の期中平均株式数(千株)  27,000 27,000 

 

２. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（平成 18 年３月 31 日） 
当事業年度 

（平成 19 年３月 31 日） 

純資産の部の合計額（百万円） ― 28,006 

純資産の合計額から控除する金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） ― 28,006 

１株当たりの純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数（千株） 

― 27,000 
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（重要な後発事象）  

前事業年度 
（自 平成 17 年 10 月 １日 
  至 平成 18 年 ３月 31 日） 

当事業年度 
（自 平成 18 年 ４月 １日 
  至 平成 19 年 ３月 31 日） 

該当事項はありません。 １．株式取得による会社の買収 
当社は、安全・円滑な道路サービスの向上に不可欠

な業務の提供について、経営方針の徹底及び連結子会社
とすることによる経営の透明性の向上を図るため、平成
19 年４月１日にユニ㈱、㈱エヌティジェー、㈱トーワ
ン、㈱とうさい、㈱エフイージー、横浜アールエス㈱、
ケイエス㈱、首都高パトロール㈱の株式を取得しまし
た。 
上記の詳細な情報は、「４．連結財務諸表」の「（９）

連結財務諸表に関する注記事項」のうち、「重要な後発
事象」に記載しております。 
 
２．重要な子会社等の設立について 
当社は、平成 19 年３月 15 日開催の取締役会におい
て、安全・円滑な道路サービスの向上に不可欠な維持
修繕業務を、業務の緊急性、市場性、枢要性、熟練性
を踏まえつつ、効率的な業務を実施するため、首都高
メンテナンス西東京㈱、首都高メンテナンス東東京㈱、
首都高メンテナンス神奈川㈱、首都高電気メンテナン
ス㈱、首都高ＥＴＣメンテナンス㈱を新たに設立する
ことを決議し、平成 19 年４月３日にこれらの会社の設
立を行いました。 
上記の詳細な情報は、「４．連結財務諸表」の「（９）

連結財務諸表に関する注記事項」のうち、「重要な後発
事象」に記載しております。 

 


